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都道府県 提　    言　   内　   容

北海道

国土の２２％を占める広大な土地と美しい自然環境、豊かな農林水産資源を有し、無限の潜在力と可能性を持つ北海道が、食や安らぎを提供できる地域として、我が国における役割をしっかりと担うため、また、道
内の圏域間交流・連携の強化や、地域経済の活性化、地域医療の充実、更には、大規模災害時の人的・物的輸送等に大きな役割を果たすため、高規格幹線道路ネットワークの早期形成が強く求められていま
す。
いまだ未整備区間が多く残されている本道の高規格幹線道路の早期整備は、道民の切なる願いでもあることから、道内の高規格幹線道路１８２５ｋｍを、国の責任で、着実に整備推進するよう強く要望します。

青森県

青森県は、地理的・気象的条件が厳しく自動車交通への依存が高いため、社会・経済活動の活性化には、高規格幹線道路の整備が極めて重要です。また、この度の震災で被災地への支援物資輸送の前線と
なった八戸市では、八戸港が津波で被災し代替港として青森港が機能したものの高規格幹線道路網が未整備であるため支援物資等の輸送に課題が残されました。さらに原子力施設が立地する下北半島への即
応体制を支える緊急車両等の通行、被爆医療等では、下北半島縦貫道路の受け皿となる高規格幹線道路の欠如は致命的であるとさえ言うことができます。以上のことから、復興支援、原子力施設等の緊急対応
のために、国の積極的な関与による高規格幹線道路ネットワークの早期整備を要望します。

岩手県

東日本大震災では、開通済の高速道路が津波襲来時の避難道路や緊急物資の輸送道路となり、まさに「命の道」として大きな役割を発揮した一方、未開通区間を走る国道においては、津波により浸水し、通行止
めとなった区間が多数存在したことから、未開通区間の重点整備及び未着手区間の早期事業化によりミッシングリンクの早期解消をお願いしたい。また、事業評価においては、３便益のみで算定したＢ／Ｃで判断
するのではなく、防災等を考慮した総合的な評価を行うべきである。

宮城県

三陸縦貫自動車道は，三陸沿岸地域の骨格をなす幹線道路であり，今回の震災においても救急救命活動や緊急物資の輸送路など「命の道」として重要な役割を果たし，その必要性・重要性が改めて認識され
た。また，昨年度に完成した仙台都市圏高速環状道路は，そのリダンダンシー効果により震災直後から被災地への高速交通を確保し，迅速な復旧活動に貢献した。よって，高速道路網は，被災地域の復興，地域
経済の発展及び今後も発生が予見される大規模災害に対する防災機能の強化を図る上で最も重要であり，また国土の骨格をなす最も基本的な社会資本であるので，国の責任において，地域の負担を求めること
なく，着実な事業推進と加速的な整備を求める。

秋田県
太平洋側と日本海側の相互補完のための公共インフラ整備において、太平洋側に依存した高速道路整備は、災害時に人や物の流れに支障をきたすことが明らかになった。リダンダンシー機能の確保には、日本
海側を縦貫する「縦軸」と日本海側と太平洋側を結ぶ「横軸」となる格子状の高速道路ネットワークの整備が必要であるため、日本海沿岸東北自動車道及び東北中央自動車道のミッシングリンクの早期解消を図る
こと。

山形県

　このたびの東日本大震災では、応急復旧のための緊急輸送路として、さらには被災地からの避難や救援物資の輸送などにおいて、高速道路の有効性が広く認識されることとなりました。しかし、我が県の高速道
路整備率は51%と全国最低レベルであり、しかも途切れ途切れであるため、速達性において十分に機能したとは言い難く、高速道路ネットワークが繋がっていればより迅速な輸送が可能だったと痛感しております。
東北地方の復興にあたっては、太平洋側と日本海側を一体的に考える必要があり、今後、対岸貿易の促進などアジアダイナミズムを取り込んだ戦略的な復興構想を実現していくためにも、日本海側の骨格をなす
日本海沿岸東北自動車道と東北中央自動車道のミッシングリンクの解消を強く要望します。

福島県

東北中央自動車道「相馬～福島間」について、相双地方の復興を支援するため、早期に全線のルートを決定し国において早期完成を図ること。なお、高速自動車国道に並行する一般国道の自動車専用道路「阿
武隈東道路」、「霊山道路」については、引き続き整備促進と早期完成を図ること。また、新直轄方式で事業中である「福島～米沢間の整備促進と早期完成を図ること 。
常磐自動車道について、南東北太平洋沿岸地域の復興のため、早急に復旧するとともに、「常磐富岡～山元間」については、完成予定年度にとらわれることなく、一日も早い開通を図ること。
東北横断自動車道いわき新潟線「会津若松～新潟中央間の暫定２車線区間について、整備計画を変更し、４車線化の整備に早期着手すること。

茨城県

○高速道路ネットワーク整備における緊急性の高い区間の整備手法の検討
　首都直下地震などの災害対応の観点からも，圏央道や東関道水戸線など，首都圏の高速道路ネットワークの未完成区間の早期供用を図るため，有料道路事業者などが自ら資金調達して，国の直轄事業分を短
期間で施行し，後年度に国が利子分も含めてその費用を返済するような「新たな整備手法」を検討していただきたい。
　○高速道路ネットワーク全体の一元的な維持管理システムの構築
　　東関道水戸線は，有料・無料区間が混在する計画となっており，高速性・定時性・安全性を確保し，災害時に緊急輸送路として確実に機能させるためには，有料事業の活用を含め，全体区間の一体的な維持
補修，交通管理及び交通情報の収集・提供ができるようなシステムを検討していただきたい。

栃木県
・今後の料金制度は、渋滞や環境問題、他の公共交通への影響などを十分踏まえたうえ、地方の実情を十分勘案しながら地方都市の発展につながるようなものとすること。
・スマートＩＣは、地域振興に大きく寄与するものであることから、整備のための財源を確保すること。

群馬県 交通ネットワーク強化と地域活性化のため、スマートインターチェンジ（簡易インターチェンジ）の増設による一般国道等との連携・地域との連携が高速道路の整備あり方には必要である。

埼玉県

埼玉県には、東京外かく環状道路と首都圏中央連絡自動車道の２つの環状道路が通っており、外かん道は既に全線がほぼ整備され、圏央道も約６割が供用されております。
　圏央道は、関越道、東北道、常磐道などを結び、外かん道とともに格子状の高速道路ネットワークを形成することにより整備効果を十分発揮するものであります。
　また、東日本大震災の復興や近い将来に発生が危惧されている首都直下地震のような大災害発生時においても、緊急輸送路として極めて重要な役割を担うものであります。
　このことから、本県といたしましては圏央道全線の早期完成を強く望みます。
　また、首都圏３環状道路建設の趣旨を鑑み、首都圏の高速道路網とりわけ圏央道を最大限活用できるよう、一体的で利用しやすい料金体系の構築を望みます。

千葉県

１　高速道路の整備は、国土の均衡ある発展の根幹であり、特に都市圏等の環状道路やバイパス等の整備は、都市機能の回復・地域経済の活性化のため喫緊の課題であり、かつ東日本大震災では、救援物資の
輸送等で高速道路が大きな役割を果たしたことからも、地域の安全・安心の確保のために、必要な高速道路の着実な整備手法が必要である。
２　首都圏の高速道路の料金制度は、利用者の利便性向上、経済活動の効率化・活性化、都心部の渋滞緩和、排出ガス総量の抑制及び大型貨物車の利用促進等のため、より外側の環状道路への交通誘導、同
一発着同一料金を基本とし、複数の料金体系による割高感の解消、長距離や大型車の利用促進等にも対応した一体的で利用しやすい体系が必要である。

東京都

我が国の経済を成長軌道に戻し、国際競争力を高めるためには、羽田空港の国際化の推進や京浜港の機能強化と合わせ、首都圏の陸・海・空のネットワーク整備が喫緊の課題であり、外環をはじめとした三環状
道路整備はその切り札である。特に外環（関越～東名）については、完成が遅れれば遅れるほど都民・国民の利益が損なわれることを肝に銘じ、文明工学的な視点に立って、来年度予算を確実に配分することは
もちろん、将来の外環道整備財源を揺るぎなく確保することを強く求める。また、利用者の利便性の向上を図るため、首都圏の高速道路料金について、将来的に外環など三環状道路の完成を見据えて、圏央道の
内側エリアにおける料金体系の一元化を目指すこと。

神奈川県

本県では、混雑時の自動車の平均速度が、全国ワースト３位であり、産業経済活動や日常生活に大きな支障をきたしている。また、東海地震などの大規模地震の発生が切迫している中、県内の道路ネットワークの
整備の遅れにより、災害時に迅速な対応が行えるか懸念される。こうした課題解決に向け、「新東名高速道路」や「圏央道」などを早期整備し、ミッシングリンクの解消を図ることが必要である。また、高速道路料金に
ついては、一体的で利用しやすい料金体系の構築を求めている。あわせて、（仮称）綾瀬スマートＩＣなどのスマートＩＣについては、防災対策、交通の分散化及び地域活性化に有効であることから、整備事業費の
確保・拡充を図ることが必要である。

新潟県

このたびの東日本大震災では、首都圏を中心とした一極一軸のインフラだけでは、日本全体に大きな影響を与えることを示しており、東北地方の復興を進めるにあたっては、北東アジアとの経済交流も考慮して
「日本海国土軸」を国づくりの一つの柱として位置づけることが必要であると考えます。
また、高速道路は「日本海国土軸」の形成にかかせない公共インフラであり、太平洋側と日本海側の相互補完機能の確保のためにも、国の責任において整備すべきものであります。当県としては、一刻も早い「日
本海沿岸東北自動車道」のミッシングリンクの解消と、暫定２車線の「上信越自動車道」、「磐越自動車道」の４車線化を強く求めます。

富山県

東海北陸自動車道は、日本海側と太平洋側の産業、経済、文化をつなぎ、伏木富山港を経由して中国、韓国、ロシアなど環日本海諸国との交流の促進にも大きな役割を果たす大動脈であり、安全で円滑な交通
の確保だけでなく、産業の活性化や地域振興の推進のためにも全線4車線化が必要である。
また、今般の東日本大震災では災害に強い国づくりの重要性や国全体としてのリスク分散、バックアップ体制の充実の必要性等が浮き彫りになったところであり、災害時の緊急輸送路を確保するうえでも、早期に全
線4車線化されるよう検討していただきたい。
高速道路の料金については、必ずしも無料化ではなく、例えば、維持管理費相当分を料金で回収する方法もありうるところであり、地方道路公社が管理する高規格幹線道路も含め、国民のニーズを十分に踏まえ
た総合的な見地から検討していただきたい。

石川県

本県では、平成１９年に能登半島地震を経験し、さらに、今回の東日本大震災での復旧の状況から、改めて、災害時の救援活動や支援物資搬送の要となり、まさに「命をつなぐ道」となる高規格幹線道路の重要性
を認識したところである。また、人口減少時代を迎え、地方の生活を支え、活力を維持・向上させるためには、全国各地との人・モノの交流を拡大することが必要であり、そのための交流基盤となる高規格幹線道路
の整備は不可欠である。
　能越自動車道は、能登地域の活性化や産業の振興に寄与するとともに、北陸自動車道及び東海北陸自動車道と連結し、全国各地との交流ネットワークを構築する重要な路線であることから、国において、一日
も早い全線供用が図られるよう強く要望する。

福井県

１．中部縦貫自動車道のうち、永平寺大野道路については、福井北・松岡間の平成２６年度の開通および勝山・大野間の平成２４年度の開通を確実に実現するとともに、平成２８年度までの早い時期に全線開通を
図ること。また、大野油坂道路については、未事業化区間（大野・大野東間、和泉・油坂峠間）の一日も早い事業化の決定を行い、今後１０年～１５年での全線開通を図ること。特に、事業化された大野東・和泉間に
ついては、調査設計を促進し、速やかに用地買収・工事に着手すること。
２．舞鶴若狭自動車道については、平成２６年度の全線開通に向けて、残る小浜・敦賀間の一日も早い開通を図ること。

山梨県

　本県を南北に貫く中部横断自動車道は、１万４，０００ｋｍの広域幹線道路網の一部であるが、未だに繋がっていない。この為、本県と太平洋・日本海を結び産業の活性化や東海地震に対する災害対応のために
も、この整備が喫緊の課題である。
現在、整備中の増穂ＩＣ以南は計画どおり平成２９年度までに供用し、北杜市長坂町以北の基本計画区間については、早期に整備区間に格上げすることを強く望む。
一方、特に中央自動車道は、首都圏放射状高速道路の中で唯一の４車線区間であり、慢性的な渋滞に悩まされている。このことより、早期の６車線化を望む。

長野県

東日本大震災の際に高規格幹線道路の果たした役割の大きさから見ても、強靱な国土軸を形成することは喫緊の課題であり、国民の安全・安心を守るためにも高規格幹線道路ネットワークの早期完成は必用不
可欠なことです。
　特に山岳地帯が多く、地形条件の厳しい本県では災害や事故等、ひとたび交通障害が発生した場合には、広範囲に渡り孤立地域が発生することが懸念され、ミッシングリンクの解消による広域的なリダンダン
シーの確保が重要な課題となっており、「命を繋ぐ道」としても高規格幹線道路ネットワークの早急な整備を強く要望します。
　また高規格幹線道路により、既存交通網の弱点が補完される地域が拡大し、安全で確実な交通の恩恵を受ける地域を拡大するためにも、スマートインターチェンジの整備促進を望みます。

岐阜県

本年３月１１日に発生した東日本大震災において、高速道路ネットワークは、救助活動や緊急物資の輸送に大きな役割を果たした。岐阜県においても、近い将来、東海・東南海・南海地震などの大規模地震が発
生することが危惧されており、緊急時に役立つ高速道路ネットワークの整備は喫緊の課題である。
　また、有識者委員会の緊急提言でも触れられているように、日本経済を考える上で、ミッシングリンクの解消や、アジアダイナミズムを日本へ取り込むための太平洋側と日本海側を結ぶ基幹軸の充実は重要なとこ
ろである。
　東海環状自動車道については、有料道路事業の導入が決定されたところであるが、県負担を最低限に抑えつつ早期整備を図る観点から、直轄事業負担金制度の改革を提言するよう強く要請する。また、東海
北陸自動車道の四車線化については、地方の負担が生じない整備手法により早期完成が図られるよう強く要請する。

静岡県

〔ミッシングリンクの早期解消〕
　東日本大震災を教訓として、改めて災害に強い国土づくりの必要性が認識されている。
　東海地震の発生が危惧される本県にとって、高規格幹線道路は「命の道」である。早期のミッシングリンク解消を目指し整備が進められるよう整備手法についてとりまとめをお願いしたい。
〔高速道路ネットワークの早期整備〕
　災害に強い高速道路の代替迂回路機能並びに太平洋側と日本海側及び東日本と西日本を結ぶ、中部圏の地勢を踏まえた広域的な交通基盤の確保・強化のため、高速道路ネットワークの早期整備を図ること。

愛知県

「モノづくり」で日本経済をリードする愛知県は、東日本大震災の復興を支え、今後の厳しい国際競争に打ち勝つため、「元気」を国内外に発信し続けなければならない。
このため、東海・東南海・南海地震に対し、リダンダンシーを備えた道路網の構築に大きく貢献する新東名高速道路の整備や、国際物流拠点である名古屋港等との連携強化に資する名古屋環状２号線のミッシン
グリンクの早期着工を最優先に行っていただきたい。着工にあたっては、利用者や国との適切な負担による整備手法の確立を求める。
また、物流コストの削減に資する適正な料金体系、東海環状自動車道や名港トリトンなどの割高な料金設定の見直しに向けた検討をお願いしたい。

三重県

[中部圏と近畿圏を結ぶ大動脈として２１世紀の日本を創る高速道路ネットワークの整備]
・新名神高速道路の整備推進と、リダンダンシー確保のためこの開通に合わせた亀山西ＪＣＴのフルジャンクション化
・東海環状自動車道（西回り区間）の整備促進
・東名阪自動車道の渋滞対策の実施
[紀伊半島の「新たな命の道」の整備促進によるミッシングリンクの解消]
・紀勢自動車道及び熊野尾鷲道路の着実な整備促進とミッシングリンクとなっている未事業化区間の早期事業化
[高速道路の有効活用]
・地域の活性化等に有効なスマートＩＣの整備促進



都道府県 提　    言　   内　   容

滋賀県

今回の大震災では、物資輸送、救命・復旧活動において、高速道路は大きな役割を果たした。今後の地震等大規模災害発生時のリダンダンシー確保のため、ネットワークの整備・強化が喫緊の課題である。
　中部圏～近畿圏には、日本の国土軸である名神高速道路と新名神高速道路が通過しているが、新名神には未着工区間が存在し、前後の新名神・新東名が整備され国土軸が複線化されるなか、この区間だけ
が供用後５０年近く経過した名神１本の区間となる。
　特に、本県付近には、名神、国道１号、新幹線等の主要交通が集中しており、災害時にこれら大動脈が全て機能を失うことも懸念される。
　このため、一日も早い着工について関西関係団体とともに要望しており、新名神全線の早期整備を提言する。

京都府

東日本大震災を踏まえ、高速道路が本来果たすべきネットワーク機能の重要性が再認識されておりますが、京都府域の高速道路網は未だ「途切れ途切れ」になっており、ライフライン確保のためにも一日も早い
ネットワーク整備が必要です。
　特に京都縦貫自動車道は、太平洋側と日本海側を繋ぎ、京都府の背骨というべき重要な縦貫軸であり一日も早い全線完成は京都府民２０年の悲願。
　また関西関係団体とともに要望している新名神高速道路は、国土軸ではあるが、老朽化した現名神１本しかなく「着工見送り区間」に一日も早く着工しダブルネットワークの整備を図ることが不可欠。
　ついては日本海沿岸の鳥取豊岡宮津自動車道も含め、ミッシングリンクの早期解消を図られたい。

大阪府

関西圏が首都圏のバックアップ機能を果たすため、関西関係団体とともに要望している新名神未着工区間の早期着工により、国土軸をデュアル化し災害に強い国土構造とすべき。
阪神都市圏の高速道路は、複数の運営主体が混在することで、料金体系がバラバラであるなど、利用しにくい料金体系であるとともに、ミッシングリンクの存在により、ネットワークが有効に活用されていない。
利用者の視点に立った料金施策やミッシングリンク解消のため、阪神都市圏の高速道路において、地域自らが料金決定を行い、戦略的に整備を行う枠組みを関係団体とともに国に対し提案しており、今後の高速
道路施策は、償還期間延長や民間事業者の運営への参入等、現行制度にとらわれない新たな枠組みを構築すべき。

兵庫県

東日本大震災の教訓から、国土構造を双眼化し、関西が首都機能をバックアップすることにより、度重なる大規模災害に見舞われる日本を強靱にしなければなりません。特に､社会経済活動を支え、災害時に安全
安心を確保するなど社会基盤の根幹となる高速道路については、より一層のネットワーク強化と利用しやすい料金体系を実現する必要があります。
このため、関西都市圏の高速道路網のミッシングリンクを解消する名神湾岸連絡線、新名神高速道路、播磨臨海地域道路等や、環日本海地域の高速道路空白地帯を解消する北近畿豊岡自動車道、鳥取豊岡宮
津自動車道の早期整備が不可欠です。また、本州四国連絡道路において、公平で利用しやすい全国一律料金制度の導入を強く求めます。

奈良県

京奈和自動車道は、奈良県の南北の基軸として、企業立地の促進、広域的な観光振興をはじめ商業・産業の活性化、医療提供体制の広域化等に寄与する極めて重要な道路である。
現在、奈良県内の京奈和自動車道の供用率は、全体計画の３４％であり、全国の高規格幹線道路の供用率７０％とくらべ、大きく遅れている。
奈良県が積極的に進める企業誘致やまちづくり等を促進するために、また、地震や洪水等の緊急時の緊急輸送道路として、京奈和自動車道を含む高規格幹線道路ネットワークが形成されることが重要である。加
えて、京奈和自動車道は、三大都市圏環状道路の一翼も担っている。よって、ミッシングリンクの早期解消に向け重点的な整備を推進すること。

和歌山県

これまで高速道路整備は、都市部を中心に進められてきた結果、本県をはじめ地方部の整備は遅れており、未だにミッシングリンクが残されている。高速道路は国土の骨格を形成する広域的な社会資本であり、国
の責任において早期に整備すべきである。
　本県にとって、紀伊半島を一周する高速道路は、県民の将来のチャンスを保障するため不可欠である。加えて、東日本大震災の津波被害に鑑み、「くしの歯」の「歯」も「根本」もない紀伊半島では、東海・東南
海・南海地震に備えて、「くしの歯の根本」となる近畿自動車道紀勢線の整備が急務である。更に、暫定２車線区間の有田～南紀田辺間は全国トップクラスの交通量であり、渋滞解消はもとより、事故や災害対応と
しても早期４車線化を強く求める。

鳥取県

高速道路ネットワークは、産業や観光における競争力を確保して地域経済の自立的発展を図るだけでなく、災害時や救急医療等における安全・安心を担保するためにも、必要最低限のインフラである。
しかしながら本県には『山陰道』や『鳥取豊岡宮津自動車道』をはじめとした『第一次的高速道路ネットワーク』のミッシングリンクが存在し、企業の活動や観光客の誘致、地場産品の市場拡大等において依然として
不利な状況であり、地域経済の停滞、人口流出などによる地域の衰退を加速させる一因となっている。
東日本大震災の教訓を活かして、災害に強い国土を形成するとともに、その均衡ある発展を図るため、国は第一次的高速道路ネットワークの連結を国策として１日も早く実施すること。

島根県

高速道路はネットワークとして繋がって初めて効果を発揮するものであり、安全で安心な国土を形成するためには、未だ全国各地に残る全てのミッシングリンクの早期解消が必要である。
　東西に細長い島根県の東西幹線道路は国道９号しか無く、県民の安全・安心の確保や企業立地、地域経済の活性化のために、高速道路ネットワークの必要性が求められているにも関わらず、山陰道の供用率
は未だ４５％に留まっている。
　委員会において、このような地方のミッシングリンクを、国の責任で整備目標を明確にし重点的に整備を行うよう、国へ提言されることを要望する。

岡山県

高速道路の整備は、安全で活力ある地域づくりに必要となる企業誘致や観光振興、防災・医療体制の強化などの方策に著しく影響を及ぼすことから、整備手法等のあり方を示される際には、高規格幹線道路網１
４，０００㎞の形成に向けたミッシングリンクの解消や暫定２車線区間の４車線化について、その具体的な整備スケジュールを明確にすべきこと、及び地方の意見を幅広く取り入れるべきことを併せて提言の中に盛り
込んでいただきたい。
　また、将来の料金制度等のあり方を検討される際には、利用者のニーズを踏まえた料金体系の柔軟な見直し等によって、地方部の高速道路を地域経済の活性化などへ積極的に活用が図れるよう十分に配慮い
ただきたい。

広島県

東日本大震災をはじめ，近年頻発する自然災害時における高速道路ネットワークの重要性が改めて認識されており，その整備時期の遅れは，防災のみならず，地域振興など，多大な社会経済的マイナス効果を
及ぼすため，公表されている完成予定年度での全線供用に向け，国の責任において着実に整備を行うべきである。
高速道路の料金については，高速道路本来の「高速性」や「定時性」，「快適性」，「経済性」等の機能を著しく損なわない程度とし，かつ将来にわたる適切な維持管理に配慮した，利用者にとって使いやすい料金
とすべきである。
あわせて，地域住民の暮らしや経済活動を支える総合的な地域交通網が将来にわたりバランスよく維持確保できるような料金体系とすべきである。

山口県

本県を縦貫する計画の山陰道は、中国圏と近隣圏域との交流や連携を強化する国土形成上の基盤として、また、大規模災害時の救急・救援・広域輸送など社会の安心・安全を確保する基盤として、平時にも緊急
時等にも国民生活を支える重要な幹線道路となります。
このため、国家プロジェクトとして整備を進めるべきであると考えていますが、県内の計画路線９０㎞のうち７０㎞で未だ着手の見込みが立たない状況にあり、その早期全線整備が強く望まれます。
　山陰道をはじめとした全国の高規格幹線道路14,000㎞ネットワークは、国土の骨格をなす重要な社会基盤であることから、国の責任において、早期かつ着実に全線を整備していただくよう提言します。

徳島県

徳島県においては、四国横断自動車道や地域高規格道路・阿南安芸自動車道の整備が遅れており、県南唯一の国道も津波による寸断が予想されている。　また、東海・東南海・南海の三連動地震の発生が危惧
される中で、防災・減災の観点からも、高速道路網の「ミッシングリンク」の解消や「津波回避道路」の整備が喫緊の課題となっている。更に、供用中の徳島自動車道も、９５㎞全線が暫定２車線となっており、緊急輸
送路としての機能からも、早期に「４車線化」を図るべきである。本四料金についても、観光交流や物流面での高コスト構造を解消し、地域間格差を是正する「本四道路を含む高速道路の一律料金制度」の実現が、
是非とも必要である。

香川県

四国８の字ネットワークを形成する高松自動車道（高松東IC～鳴門IC間）の４車線化の早期整備については、震災対策としても特に重要な事業であり、財源も含め、国の責任において進めるべき。また、本四道路
は、高い料金により効果が最大限活用されず、上限料金廃止以降、時間帯割引も廃止されると、格差是正から後退する。本四道路の料金は、地域間格差のない利用しやすい料金制度とすべき。一方、高速道路
の料金施策で、公共交通は現在も厳しい状況であり、フェリーなど公共交通の将来の維持・存続のため、国は効果的な支援を早急に実施すべき。さらに、料金割引目的の追加出資は、負担のない他の地域と比較
し不公平であり、国は、平成２４年度以降の追加出資を関係団体に求めるべきではない。

愛媛県

愛媛県の宇和島市以南では、鉄道も無く、交通手段は、海岸線に位置する唯一の一般国道５６号に依存しており、東南海・南海地震等が発生した場合、経済活動はもとより、避難や緊急輸送、救急医療搬送など
に必要不可欠な道路が津波による浸水等で、長期に亘り各所で遮断され、極めて深刻な事態に陥ることが懸念されることから、災害に強い地域づくりのため、高速道路ミッシングリンクの早期解消を図るべきであ
り、まずは津島道路の事業化が必要である。
　また、本四道路は、本州と四国を結ぶ重要な路線であるが、極めて高い料金が設定され、交流・物流の障壁となっている。四国が他の地域と同じ条件で等しく発展を目指すことができるよう、他の高速道路と同様
の料金に見直していただきたい。

高知県

四国の高規格幹線道路網「四国８の字ネットワーク」は、南海地震などの大規模災害時に、救命・救援活動や緊急支援物資の輸送などに、欠かせない基幹ネットワークとなり、まさに「命の道」となります。しかし、本
県の東部、西部には、ミッシングリンクが存在しています。１０ｍを超える大津波の襲来や5,000人近い死者数が想定されている南海地震に備えるためにも、大津波の影響を受けない高規格道路網である「四国８の
字ネットワーク」の整備が急務です。
 そのためにも、地元が待ち望み、事業実施環境が整っている『四国横断自動車道　窪川佐賀道路』や『阿南安芸自動車道　安芸道路』の早期事業化を強く望みます。また、事業評価においては、Ｂ／Ｃの算定結
果にかかわらず、災害時の役割を優先的に評価し、リダンダンシーの確保や「命の道」など、整備の緊急性が高い道路が確実に整備できる仕組みとすべきです。

福岡県

福岡県は、自動車を中心とした産業が進展していますが、より一層の産業振興、企業集積を図るため、関連する基盤整備を推進しています。
また、アジアにおける国際交流拠点を目指し、地域の国際競争力を高めるため、空港や港湾と高速交通・物流体系を整備し、県全体の一体的な発展を図っています。そのためには、人や物の移動を支える社会基
盤である道路の整備は欠かせないものであり、今後も東九州自動車道や西九州自動車道の整備に向けた取り組みを積極的に推進してまいります。
委員会におかれましては、未だ多くのミッシングリンクが残されている１万４０００ｋｍが、国の責任で着実に整備が推進されるよう、明確な方針を示していただきたい。

佐賀県

○　高速道路ネットワークの早期整備と効率的な利活用の推進
・　自動車への依存度が高い地方においては、高速道路ネットワークは必要不可欠な社会資本。
・　北部九州全体の広域的な地域振興や緊急時における救急活動の円滑化、更に、リダンダンシーの確保という観点から、西九州自動車道のミッシングリンクの早期解消が必要。
・　また、スマートＩＣの設置等、整備された高速道路ネットワークを最大限に活用していく取り組みも並行して進めていくことが必要。

長崎県

■ミッシングリンクの早期解消／西九州自動車道（松浦市～佐々町）
　高速道路ネットワークは全線繋がってこそ、その効果が最大限発揮されるものである。また、災害等の緊急時に高速道路の緊急輸送路等として果たす役割は大きく、国民生活の安全・安心を確保するためにも、
ミッシングリンクの早期解消が不可欠である。
■暫定２車線区間の早期４車線化／九州横断自動車道（長崎～長崎多良見）
　暫定２車線区間は、日常の安全性・高速性に課題を抱えるとともに、災害時などに交通規制が発生し、緊急輸送の支障となる可能性が高く、ネットワークとして非常に脆弱である。このため、早期に４車線化を図る
必要がある。

熊本県

熊本県内で計画・整備が進められる高規格幹線道路は、東日本大震災における「くしの歯」作戦に照らすと、九州における縦軸及び横軸ラインとなり得るものである。いわゆる「命の道」として重要な機能を発揮する
が、未だ繋がっていない。上記の機能発揮及び高規格幹線道路ネットワークの多重化を図るため、ミッシングリンクの早期解消が必要である。
　一方、重要な視点であるはずの「命の道」の評価手法は、現在のところ確立されていない。本県では、「命の道」のうち救急医療の観点で定量的な評価を試み、「道路整備による救急医療改善効果の推計」を案出
した。本試案は汎用性も高く、事業評価手法に十分に適用可能な画期的な手法と捉えており、「命の道」を繋ぐための一助になればと考えている。

大分県

東日本大震災では、東北道、常磐道といった高速道路は、地震発生１日後には緊急車両の通行が可能となり、１３日後には東北道の全線で一般開放されるなど、まさに「命の道」として緊急物資の輸送等に大きな
役割を発揮している。
  当然のことながら、今後の、東日本大震災の復興は国の総力を挙げて取り組む必要があるが、東南海、南海地震を見据えた対策もまた重要な課題であり、大津波の影響を受けない基幹ネットワーク整備も、震災
復興と同様、急務であると考えている。
  このようなことから、ミッシングリンクが残る東九州自動車道については、歩みを止めることなく、その整備促進を図っていただかなければならない。

宮崎県

将来東南海・南海地震による被災が予測される宮崎県では、高速道路の供用率は、まだ５０％に止まっており、また、救援ルートの確保においては、「くしの歯」はおろか「歯の根本」となる東九州自動車道の完成の
目途もたっていない状況である。
　災害時に地域が孤立することのないよう、ミッシングリンクの解消が喫緊の課題であり、また、緊急提言の中で言及されているアジアダイナミズムを取り込むための横断軸の強化については、スピード感を持って取
り組む必要がある。
　委員会におかれましては、早期整備に向けての整備手法と財源についても是非ご議論いただきたい。

鹿児島県

鹿児島県は，半島地域や多くの離島など地形的な制約を受ける広大な県土を有することから，自動車交通に大きく依存しており，県勢の浮揚発展を図るためには，広域的な高速交通網の早急な整備が不可欠で
あるが，東九州自動車道の志布志～県境間及び南九州西回り自動車道の川内～阿久根間においては，未だに事業化されておらず，また，基本計画から20年余り経過している中での本県域供用率はそれぞれ
50％，40％と低い状況である。高速道路がネットワーク機能を果たすことは，地域振興も含め，災害に強い国土づくりを行うためにも重要であることから，その整備に当たっては東日本大震災の復興とは別枠で措置
され，国の責任において整備のスピードアップを図っていただきたい。

2011.8.3


